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中小小売業者の存立基盤と存在意義
坂本秀夫
1 はじめに
従来， 日本の流通機構は，膨大な数にのぼる小規模零細な小売店舗がき
わめて複雑で紆余曲折した流通経路のもとに存立しているところにその構
造的特質があるとされてきた。したがって，この流通経路を，小売店舗の
大型化を図ることによって太くし，中間卸売商の排除を図ることによって
短縮することで，新しい太く短い生産＝流通システムを築きあげ，それに
よって国民経済発展のためにも流通機構の近代化，合理化を図らなければ
ならないとする，いわゆる「流通革命論」がかつて登場した。
しかし，「流通革命論」の陰には，無数の中小裔業者の生活基盤の破壊，
切捨てが隠されていたし，結果的には，「大資本に対する中小商業者の抵
抗の意識を喪失させ，彼らを絶望的気分に追いやって，大資本への従属に
駆りたてる効果以外に現実的意味はな」 1)かった。
また，かつて日本流通学会〔第4回全国大会，平成 2年 (1990年）開催〕
においても，流通規制緩和の動きに対する中小商業者の抵抗の弱さが問題
にされたことがあったが， 90年代の一連の流通規制緩和の流れのなかで，
中小商業者はいっそう危機的な状況に追い込まれ，抵抗の意識すら根こそ
ぎ奪い取られてしまった。
1)岡村明達「現実離れの「流通革命論」」『エコノミスト』 1963年9月38号， 47頁。
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かかる状況のなかもう一度いったい「何のための近代化合理化」
であり「誰のための近代化，合理化」であるかという原点に立ち返って，
中小商業のあり）jを真剣に間い直すことには大きな意義があるものと思
ぅ，そのためには，「中小商業（中小小売業）はなぜ存在するのか」とい
うことをまず前提条件として問うておかなければならない。
本稿の[~ 的は，「中小廂業（中小小光業）はなぜ存在するのか」を間い
直し，そのtf-立を支える根拠とtf=在紅義を明ホしていくことにある。
2 中小小売業者の存立基盤
(1) 内部的要因
(1) 必然的要囚（中小小光業独nの運動の法WJ性から）
巾小小売粟存ヽ＇「＾の根拠をその内部から探る場合には中規模，小規校，
および零細という各層別に分析しなければならないがここでは，中小小
光粟すべてに共通する存立の根拠を明らかにしていくことにする。そこで
は，中小であるがゆえに存立しあるいは大規模化しなくても存ヽtが可能
であるという中小小売業独1':の運動の法則性から，必然的要因を探れるは
ずであるc
まず牛産の側からみた場合{+:、:Lの必然的要因は以下 2点に集約でき
よう。
第1は，森占メーカーと中小小売業との双方の事情に起因する。寡占メ
ーカーは自社製品を大鼠の宜伝，広告によって「有名品」化し，差別有利
性を獲得する傾向をもつ。中小小売業としては「有名品」が取り扱えない
と経営が成り立たないし寡占メーカーとしても，「現在のような小売商
業独占と中小商業の『複合体制』の下では，そして中小商業が大勢を占め
ている状態」 2) ではなおさら，全国市場の支配の条件として，中小小売業
2)糸園辰雄『日本中小商業の構造』ミネルヴァ書房. 1975年. 193頁。
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を自社販売網のなかに組み込むことが不可欠となる。したがって，寡占メ
ーカー一系列販売会社一中小専門小売商というピラミッドが形成され，系
列網に組み込まれた中小小売業者は，「異常な努力とその商業としての自
立と引き換えに，差益と協力度によってきまる各種リベートを得て，ほぼ
その経営を維持することができるのである」3)。もっとも，家電品，カメラ，
時計店を始めとして系列販売店の経営が近年，急速に悪化しているのも事
実である。
第2は，中小メーカー製品に対する中小小売業の期待に起因する。中小
メーカー製品の価格は，免許制下の酒類などを除けば，一般に卸売商や小
売商が参加する市場における商業競争のなかで形成される。したがって，
中小小売業者は， 自らも価格決定に参加でき，本来の意味の商業利潤が得
られる中小メーカー製品を選好し，「有名品」の販売から本来的商業利潤
を収奪されている補いをつけたいと期待するのである。もっとも，客観的
な市場の条件は容易に中小小売業者の期待通りにはいかないのも事実であ
る。
次に，消費の側からみた中小小売業存立の根拠を探ってみよう。
まず，大規模裔業資本側の品揃えは「平均的消費者」を最大のターゲッ
トとしており，個人消費のもつ個別的・個性的な欲望を必ずしも充分には
満足させられない。したがって，大規模裔業資本側の把握しきれない個別
的欲望が，中小小売業者からその欲望を満足させうる商品を購買するので
ある。
第2に，購買の慣習上からも，大規模商業資本側の把握しきれない部分
が残されている。
第3に，店主または販売員の経験や特殊な知識が必要であり，場合によ
っては法的資格を必要とする業種（医薬品，化粧品，時計，眼鏡，高級服
地，高級呉服，花• 植木，畳など）においては，店主または販売員と消費
3)同書， 194頁。
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者との信頼関係のうえに営業が成り立っている。こうした特殊なサービス
を必要とする業種においては．中小小売業者側の方がよりきめ細かな対応
を図ることができよう。
第 4に，消費の購買慣習として掛買い．延払いの残存する分野では，な
お古い型の中小小売業が機能する面がある。
消費の側からみた中小小売業存立の必然的要因は，以上4点に集約でき
よう。
② 尊厳的要因（「牛存権」との絡み合いから）
中小商業側には．大規模商業資本側の店舗展開いかんによっては，経梢
の悪化を招き． はなはだしい場合には倒産にーギる店が存在する。それは保
守的で体質も弱いからであるとされれば反論の余地もないが，実はそこに
は．基本的人権としての「牛存権」の侵害という爪大な問題が発牛する。「牛
存権」との絡み合いのなかで中小小売業存立の根拠を見出す際には， まず，
「背業のnrt1は誰のものか」が間題となる。以ドその辺から考察を進め
ることにしよう。
「営業の自由」という用語はいろいろな意味に使われるがそのひとつ
に，実質的自山と形式的自由ということがある 4J 0 
実質的自由とは，「現実の社会生活のなかで機能する自由のことで，営
業の自由に関しては独占の自由はあっても，独占からの自由はない，と
いわれるような場合の自由」である。この自由は中小商店側のものであり
問題の「牛存権」とも結びつく。
一方，形式的自由とは，「国家権力からの自由を意味し，実質的自由の
ための前提をなす自由」であるが，そのなかから実質的不自由も生まれて
くる。この自由は大型店側のものである。
次に，「営業の自由」については，その内容からみて広狭二義の自由が
4)以下，「実質的自由」と「形式的自由」との定義については，今村成和「『営業の
自由』の公権的規制」『ジュリスト』第460号， 1970年， 40頁を参照。
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ある 5)。
狭義の営業の自由とは，「営業をすることについての自由」を指し，開
業の自由，営業の維持・存続の自由，および廃業の自由が該当する。
一方，広義の営業の自由とは，「営業活動の自由」を指し，これには狭．． 
義の営業の自由のほか，現に営業をしている者が任意にその営業活動を行
いうる自由が含まれる。したがって，中小商店が任意に転廃業するのでは
なく，強制的に転廃業を余儀なくされるような事態，たとえば大型店の出
店によって転廃業を余儀なくされたという因果関係が明白に立証されるよ
うな事態が発生したとすればこれは重大な問題となるのではないか。
以上では，「営業の自由」という用語の意味を把握したが，実は，「営業
の自由」には 2つの考え方がある。第 1は，「公正かつ自由な」有効競争
原理としての「営業の自由」という考え方である。第 2は，「営業の自由」
の原典を憲法第22条の「職業選択の自由」に求める考え方である。この 2
つの考え方は基盤が異なるので同じレベルで論ずることは不可能であり，
したがって以下では第2の考え方に的を絞って論を進めていくこととす
る。
憲法は市民的自由を一般に基本的人権として保障しており（第13条），「営
業の自由」はそこには明記されていないが，第22条にいう「職業選択の自
由」のなかに含まれるとするのが，法律学上の通説である。この「職業選
択の自由」というのは，自己の能力発揮の場としての職業を自由に選択し
うることを意味する以上，そのなかに「営業の自由」が含まれるのは当然
であるようにみえる。しかし，「職業選択の自由」がいかなる社会体制に
も通用する普遍の原理であるのに対し，「営業の自由」は資本主義社会に
固有の原理であり 6). 経済的自由が認められていなければ「営業の自由」
もありえない。そして，経済的自由は財産権行使の自由に基づくことであ
5)以下，広狭二義の「営業の自由」の定義については同論文，同頁を参照。
6)今村成和「「営業の自由』と『憲法』及び『独占禁止法』」『公正取引』第236号，
1970年， 23頁。
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る。したがって，「営業の自由」が「職業選択の自由」に含まれるのは，
基本的には，憲法第29条によって財産権行使の自由が保障されていること
に基づく。
それとともに，「営業の自由」のなかには，「職業選択の自由」の範囲を
超えるものがあることに留意しなければならない。第 1に，「職業選択の
自由」に含まれる「営業の自由」は「営業をすることの自由」だけであっ
て，「営業活動の[l山」はもっばら憲法第29条に関することである。第 2に，
「背業の自山」が「職業選択の自由」に含まれるというのは，人の能力発
揮の場としてそれをみるからである 7)。
基本的人権としての「職業選択の目由」のもつ紅味は， い記第 2の点に
見出されるがそうなると，法人としての大籾店側の「背架の自由」をど
う解すべきかが問題となる（．）もっとも，法適用のうえで，個人と法人とを
区別すべき珊巾はないが， しかし，いうならば，法人としての大杓開店側の
目由は資本の自1であって，個人の「1rl1そのものではない。一方，実質的
には個人経背と俣なることのない中小商店（厳密には， 1~2 人規模の苓
細商店）側の「1I iは個人の自川であるとみた方が妥％である。
このようにみてくるならば，「職業選択の自由とは自分の従事すべき
職業を決定する自Ll」をいい，その職業を行う自由（営業の自由）をも含む」
という法律学1-_の通説の解釈の適用は，中小甜店側に付与されて然るべき
である。
なお，以上のごとき「営業の自由」が無制限でありえないことは，いう
までもない。その根拠は， まず，「公共の福祉に反しない」限度において
の市民的自由の尊重を明らかにした憲法第13条の規定に求められるが，こ
の規定は基本的人権の一般的なオリエンテーションをH途とするものであ
る。したがって，「人権規定のうち，経済的自由に関する憲法22条及び29
条の規定にのみ，公共の福祉による制約が明示されていることは， きわめ
7)今村成和，前掲注4)論文， 41頁。
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て重要な意味をも」8)つ。
「営業の自由」は，憲法第22条および第29条に基礎をおくものである以
上，無制限にその自由を主張しえないのは明らかであるが， しかし，「営
業の自由」が人格権としての職業選択の自由を意味する限り，その自由は
最大限に尊重されなければならない 9)。
以上の考察から明らかなように，中小商店（とりわけ 1~2 人規模の零
細商店）側の「営業の自由」は，「生存権」と表裏一体の関係にあり，そ
こに中小小売業存立の根拠，すなわち「尊厳的要因」10)を見出すことがで
きる。ともあれ，中小商業側が，大規模商業資本側の出方いかんによって
は経営の悪化を招き，はなはだしい場合には倒産に追い込まれるというの
であれば，それは基本的人権としての「生存権」の剥奪である。中小商業
側の「営業の自由」は「生存権」と直結するのである。中小小売業を死に
追いやることのできない重大な根拠をそこに見出すことができる。
中小商業者の「生存権」については，本来的には，「営業の自由」と「生
存権」を結びつける視点からそれを考察すべきものではなく，敗者に対し
ては，「生存権」の維持を図るため何らかの補償を与えるべきであるとい
う視点からそれを考察すべきものであろう。しかし，そもそも， 日本は欧
米諸国に比して社会保障制度の面で著しく立ち遅れているということ自体
が問題である。論議を混乱させる根源はそこにある。
したがって，結局，中小商店（とりわけ 1~2 人規模の零細商店）側の
「営業の自由」は「生存権」と匝結するということをことさらに強調せ
ざるをえない。
8)同論文，同頁。
9)同論文，同頁。
10) これは著者独自の用語であり出典はない。なお，「尊厳的要因」を適川する店
舗としては，より厳密には， 1~2 人規模の店舗を想定している。
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(2)外部的要因
① 存立させる要因
（地域—t義的流通論）
まずは地域主義的流通論であるが，地域主義の思想のもとにその流通論
を展開したのが杉岡碩夫と清成忠男である。杉岡• 清成の論理の展開は，
地域主義の思想のもとにいわゆる「流通革命論」，流通「近代化」推進論
を批判的に取り扱っている点に特色がある。
ここでは，大型店に対する地域主義的立場からの批判に焦点を絞るが，
それは以下の 2点に集約することができる。
第 1は，大型店は供給者の論理による消費の画ー化を推進する， という
批判である凡
以ド第 1の批判の大要を述べよう。
供給側とすれば牛産性を向上させるためには消費に関するバラエティ
が少なければ少ないほどよい。すなわち，そこでは効率性がまず優先され，
その論理が消費段階に介人することによって消費の画ー化が進展するので
あり，それを小売段階において推進したのがスーパー・チェーンであった。
もっとも，効率化の推進によって画ー化が進展し，そのことによって消費
生活が量的には豊かになったという側面はある。しかし，他方では，画一
化が進展することで選択の幅が狭くなり，質的な面での消費生活が味けな
くなった。したがって，すべてが供給者の論理の支配下におかれることは
阻止しなければならず，その意味でスーパーの無政府的な進出をさしあた
りは抑制し，地域の中小尚店の存在の可能性を確保しておかなければなら
ないのである。
第2は，大型店の進出によって，地域の上地と労働力が資本の論理の思
惑通りに利用され，ひいては都市の仕組み自体が破壊されることになる，
という批判である12)0 
11)「座談会／地域商業の近代化の是非を問う」『商業界.I1979年10月号， 68~69頁。
12)「座談会／地域主義の台頭とマス・マーチャンダイジングの崩壊」『商業界』 1982/
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以下，第2の批判の大要を述べよう。
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地域主義は市場経済に一定の枠をはめているが，土地・労働力利用の問
題が市場経済に任せられると，資本力に勝る大型店の思いのままになって
しまう。これは，ある意味では地域破壊にもつながる。したがって， これ
を抑制するためには，土地・労働力の分配を自治体の社会的なコントロー
ルのもとにおくことが必要である。土地や労働力などは本来社会的コント
ロールのもとにおき，そうしたシステムのもとでマス・マーチャンダイジ
ングを機能させるべきなのであり，その場合，生産要素をコントロールす
る主体者は基礎自治体なのである。スーパーの活動については， まず，地
域の立場，都市づくりを優先させ，その枠内でそれを認めるべきである。
以上2点の批判に立脚した対中小商業政策論は，清成による次の主張に
端的に表れている。「私は決して既存の小零細小売業の保護・救済を主張
するものではない」が，「彼らの無力化をおし進めた地域社会の解体に歯
どめをかけ，新たな地域社会を構成するとともに彼らの振興をはからなけ. . . . . . 
ればならないと考える。さしあたりは（傍点坂本），大規模小売店舗の進
出を抑えておいて，小零細小売商の振興をはかることこそ望ましい」13)。
地域主義的流通論のなかで展開される大型店出店歯どめ論はあくまでも
経過的措置にすぎないが，中小小売業存立の根拠を地域主義の立場から探
った場合，中小小売業側からは，それはその存立を外部から支える根拠の
消極的要因とはなろうという点で，評価されるであろう。地域主義的流通
論自体は，中小小売業の存立を積極的に支えることを目指したものではな
. . . . . 
い。しかし，結果において，地域主義的流通論が中小小売業の存立をその
外部から支える有力な根拠のひとつとなったことは事実である。
（大規模商業資本の活動を規制する諸法規の存在）
百貨店法や大店法など大規模商業資本の活動を規制する諸法規の存在
＼年7月号， 100-101頁。
13)清成忠男『現代中小企業論』日本経済新聞社， 1976年， 115頁。
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も，部分的には中小商業者による主体的な運動の成果であったし，それら
の諸法規が直接• 間接的に中小小売業存立を支える根拠となったことも事
実である。しかし，平成12'.年 (2000年）に大店法は廃止され，代わって大
規模小売店舗立地法が施行されたことによって，流通政策が大転換したが．
このことによってこうした根拠は崩れ去ってしまった。
（免許• 許可制）
日本には小売店舗の開設あるいは取扱商品の免許.Ii午＂［制に関わる 8種
の法律があるが小光市場における競争制限に関わりあるものとして論議
の対象とされてきたのは．薬巾法，食糧管理法，洒税法，およびたばこ専
売法の 4種である（）これら 4種の法律はそれぞれ医薬品小売業米穀類小
売業，洒・調味料小光業．煙依・喫焼具小売業に関わっているが川村化
紀は， とくに医薬品小売業を除く各業種における免許• 許nJ制の{f.在とそ
の競争制限的な運用がこれらの業種の個人廂店の存続を支え. I i本刑小光
商業構造の維持に一部貞献してきたとしている 11)。
しかし， 上品の粟種の個人商店のt続を支えてきた根拠も，以ドに詳述
するように， 90年代の—--連の規制緩和の流れのなかで泊滅してしまったか，
あるいは形骸化しつつある。
まず米流通規制についてであるが尺平成 7年 (1995年） 11月に，食糧
管理法〔昭和17年 (1942年） 2月施行〕に代わって新食糧法（主要食糧の
需給及び価格の安定に関する法律）が施行され，米販売は許可制から登録
制に切り替わった。新食糧法は，計画的な米の流通を確保するための計画
流通制度が中心に位置づけられ，そのうち政府米は備蓄の運営，ミニマム・
アクセスの運用に限定され， 自主流通米を主体とした制度となった。これ
らの計画流通米の流通に対しては引き続き各種の規制が行われている。
しかし，計画外流通米については自由な流通となっており，現在．その取
14) 田村正紀『日本型流通システム』千倉書房， 1986年， 67~73頁。
15)以ド米流通規制，酒類小売販売規制，および帷草小売販売規制の規制内容につ
いては，野尻俊明編著『流通関係法』白桃書房， 1998年. 83~86頁を参照。
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扱高は全体の42%を占めている。
かくして，米販売においては，登録制によって新規参入業者が増加し，
競争がいっそう激化した。また，消費者の購入先・選択基準も多様化した。
その結果，米穀類小売業を営む個人商店の存続を支えてきた免許・許可制
という制度的装置は，ほぽ形骸化している。
次は酒類小売販売規制についてである。酒類の販売では，酒税法〔昭和
28年 (1953年） 2月施行〕に基づく免許制が採用されている。酒類の販売
業免許は，「酒類販売業免許等の取得要領」〔平成元年 (1989年）〕によって，
酒類小売業免許（①一般酒類小売業免許，②大型店舗酒類小売業免許，③
特殊酒類小売業免許に細分化される）と酒類卸売業免許に区分されている。
このうち一般酒類小売業の免許の要件としては，「過去に酒税法違反で免
許を取り消されたことがない」などの「人的要件」と，人口に応じて地域
に割り当てる免許の数を決める「人口基準」および新規参入を認める場合，
既存の店から一定の距離をおく「距離基準」から成る「需給調整要件」と
いう規制が設けられてきた。
しかし，一連の規制緩和の流れのなかで，平成10年 (1998年） 3月に閣
議決定された「規制緩和推進 3ヶ年計画」において需給調整要件の段階的
な廃止が決まり，まず距離基準が同13年 (2001年） 1月に廃止された。そ
して平成15年 (2003年） 8月に人口基準も廃止され， これに伴い酒類免許
取得は原則自由化されることとなった16)。ここに至って，中小酒販店の存
続を支えてきた免許・許可制という制度的装置は完全に崩壊したといえよ
。、 ?
酒類については，今後，販売競争がいっそう激化するのは確実である。
競争の激化のなかで，客を奪われる可能性がある中小酒販店はいっそう苦
境に陥ることになるであろう。
煙草小売販売規制については，たばこ専売法〔昭和24年 (1949年） 5月
16) 『読売新聞』 2003年8月30日付。
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施行〕に代わって，同59年 (1984年） 8月に施行されたたばこ事業法で規
制が実施されている。
事業は特定販売業卸売販売業，および小売販売業の 3つに区分されて
おり，それぞれ程度の差はあるものの参人の規制が実施されてきている。
たとえば小売販売業の場合には財務大臣の許可を必要とされているが，
この許可を得るための要件には申請者の人的欠格事由（破産者等）が定め
られているほか距離基準や取扱予定高基準がある。
もともとこの許1J制度は，昭和60年 (1985年）の専売改革のとき零細
業者が大部分を占める煙草小光業界の劇的変化を回避するために当分の
間の措置としてとられたものである。現在，規制緩和の観点から価格規制
（定価販売義務等）をも含めて，制度の抜本的改革が検討されている。悼
紅小売規制のH的は税収確保や未成年者喫煙防止という社会的管理H標を
達成することにあるが後者に関しては自動販売機の普及により，現在の
許可制の効果について大きな疑問が提ホされている。すなわち，ここでも
個人廂店の存続を支えてきた免許• 許可制という根拠が形骸化しようとし
ている， ということである。
医薬品小売業界においては，薬事法〔昭和35年 (1960年） 8月施行〕や
再販制度など各種規制に守られ，地域に根を下ろした幣しい数の小規模薬
局・薬店で業界が成り立ってきた。そこに大手小売業が入り込む余地はほ
とんどなく，無風競争時代が長く続いてきた。
しかし． これまた90年代の一連の規制緩和を追い風に， ドラッグ・チェ
ーン企業が各地に続々と誕生し， 1B来の小規模薬店等から根こそぎパイを
奪い急成長した。また，近年では，従来は医薬品小売店でしか販売できな
かったいわゆる健康ドリンク剤を， コンビニエンスストアでも販売してい
るのは周知の通りである。さらには，医薬品の一般小売店販売については，
政府は平成15年 (2003年） 6月，規制緩和の流れのなかで「安全上問題が
ない医薬品について，薬局・薬店に限らず販売できるようにする」との方
針を決定し，原生労働省の検討会において販売品目の選定作業が進められ
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るに至った17)。小規模薬店等にとっては自らの存続を支えてきた免許・
許可制という根拠は実質的に消滅してしまったといえよう。
（税制上の優遇措置）
日本における事業所得者の納税は申告方式になっており，これには白色
申告制度と青色申告制度があるが，この両制度に伴う税負担軽減措置に中
小小売業（とりわけ零細小売業）存立の根拠を求めることができる。
まず白色申告制度についてであるが，零細小売商の多くがこの制度によ
って納税している。この制度だと正確な記帳に基づかないので，税務署は
正確な収入・支出を把握しにくい。したがって，収入の過少申告や経費の
過大申告の余地がきわめて大きい。
一方，青色申告制度のもとでは税理士に帳簿を見せることになっている
ため，極端な過少申告はできないが，青色申告をすれば，各種の税負担軽
減措置が受けられる。
かくして，実質所得という点からは事業所得者は給与所得者よりもは
るかに恵まれている。田村正紀によれば，このことは小売業が魅力的な就
業機会となることを意味し， H本型小売商業構造を支えるうえで免許・許
可制よりもはるかに大きい役割を果たしてきた， という 18)0 
② 存立させなければならない要因
（社会的弱者救済論）
中小小売業存立の根拠をその外部から探る場合には，前述の「存立させ
る要因」のほか，「存立させなければならない要因」も考えられる。その
第 1は，社会的弱者救済論の立場からの検討である。すなわち，大型店出
店によって街中の中小商店が廃業すれば，高齢者や身体障害者など社会的
弱者に購買上の不便をきたすことから，社会的弱者救済の立場に基づいて
17)同紙 2003年10月19日付。
18) 田村正紀，前掲書， 73~80頁。
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中小商店を確保しなければならないといった視点が，今後重要となる1Yl0
ヨーロッパ各国における流通ビジョンをみると，ハイパーマーケットを
中心とした大邸店が発展した結果，高齢者や身体障害者など社会的弱者や
地域住民にとってむしろ不便になったという反省に立って．流通活動を単
なる経済活動としてでなく，社会的な側面を強く打ち出そうとしているの
が大きな特徴である。
日本においても，翡齢化社会に移行しつつあり， また身体障宵者への配
慮を考慮すれば，たとえば地域生活者の80%が満足しているから問題は解
決しているとみるだけでは不充分なのである。すなわち．中小小売業は社
会的弱者救済という社会的使命を帯びているのであり．中小小売業のみな
らず，社会的弱者をも巻き込んだ形で問題になるのである。そこに社会
. . . . 
的弱者救済との関連から，「中小小光業を存立させなければならない」と
いう強い、意味で，その存立を外部から支えるh力な根拠のひとつを見出す
ことができる。
（中悩年層雇川対策の観点）
中小小光業のなかでもとくに零細小光業においては店tの年齢が翡
齢化しつつあるが中邸年層の再雁川が厳しい折，中高年層雇用対策のう
えからもff立を図らなければならない。
付日すれば，規制緩和論は，零細小売店の消滅が社会全体としていかな
るコストをもたらすのかを無視している。政策において利益秤量を行おう
とするのであれば もたらされる利益とそのために支払わなければならな
いコストとを比較しなければならない。ところが規制緩和論者は規制緩
和に伴う利益のみを強調し，そのために支払うコストを無視している。
零細小売業が衰退すれば，福祉社会の基礎が掘り崩され，高失業率がも
たらされる。規制緩和によって消費者物価が若干低下し，消費者利益に若
干の貞献を果たしたとしてもそれと，雇用削減に伴う失業コストや福祉
19) 宇野政雄「これからの流通展望」『早稲田商学』第296号， 1982年， 20~27頁。
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コストとを比較すれば社会的にどちらのコストが大きいか明白であろう。
零細小売業が雇用において果たしている役割を無視してはならない。
3 中小小売業者の存在意義
ひと口に中小小売業者といっても， 日本の場合は，小売商店数総計のう
ち約 7割が常時従業者数4人以下の零細店である。したがって，本章で明
らかにする中小小売業者の存在意義とは，実質的には，零細小売業者の存
在意義であるとみてよい。
まず日本の商業流通構造の特質についてであるが，「槻密」構造となっ
ていることが大きな特色である。すなわち，垂直面には規模の大小と取引
関係という階層性（深さ）を横断面には業種・ 業態の著しい多様性と分
化（広がり）をもつ立体構造をなし，優劣・強弱・成長と停滞の著しい格
差を内包した不安定な体系をなしているために，総体として「活力」を生
むのであり 20)' 多様化した消費者ニーズに柔軟に応えることができるので
ある。かかる観点からいえば小規模零細な自営小売業者といえども多面
的な消費者利益の確保に貢献しており，そこに存在意義がある。
第2の存在意義は，中小小売業が保障する独自のサービスに求めること
ができる。
小規模零細な自営小売業者は，家族労働力を主体とする生業的経営を行
っている。生業的経営であるがゆえに，企業的経営の場合とは異なる意味
でのサービスを消費者に提供することが可能である。業者自身も地域の住
民であり，近隣ほぽ500m以内の馴染み客を相手にし，対人的サービスを
童視する営業は，消費者にとっては重要な意味がある。とりわけ高齢者や
身体障害者など社会的弱者にとっては，こうした営業は重要である。
第3の存在意義は，中小小売業者が果たしてきた社会的役割に求めるこ
20)樋口兼次談，『日経流通新聞』 1989年4月158付。
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とができる。
中小小売業者は商業集積としての街並みをつくり出し，地域住民ととも
に住みよい生活環境都市環境の形成に努めてきた。また自らも地域住民
として，祭礼や盆踊りなど地域の文化行事の担い手となり地域社会を支
えてきた。さらには，買物にくる地域の青少年達に社会生活の常識を教え
る教育者としての役割も果たしてきた。中小小売業者を地域から追い立て
ることは，地域社会の崩壊にもつながりかねない。
第 4の存在意義は，地域経済を中小小売業者が主として担ってきた点に
求められる。
中小小売業を中心に歴史的に形成された商圏は，地域の中小製造業・農
漁業の生産と，地域住民の購買力との均衡のとれた発展のもとで形成され
てきた。そして，地域住民の扉用・就業をこれらの中小企業が保障してき
たのである (J
しかし，大手流通資本が無制限に進出すれば地域の購買力は中央の大
資本に吸い1-_げられ，地域経済の均衡のとれた発展の条件を崩してしまう()
地域の中小製造業も中小卸売業も，取引先の中小小光業の衰退とともに哀
退する。信用金庫などの中小金融機関も大きな打撃を受ける。中高年層の
再雇用が厳しい折，彼らの雇用・就業にも大きな困難が生じる。若者は地
域に定着することに希望を失い，過疎化はさらに進展するであろう。「食. . . . . . 
物連鎖」の場合と同様に，まさに生態系の破壊である。
地域経済の中心的な担い手である中小小売業者を地域から追い立てるこ
とは地域経済を破壊することにもなりかねない。すでに地方都市の一部
は解体しかかっている。
4 おわりに
中小商業研究を行う際には，政策論，実態分析，および国際比較という
3つの柱で補強してこそ，いっそう説得力を増してくるがその場合，政
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策論の前提条件は中小商業の存立基盤の明確化に求められる。. . . . 
中小商業のあり方を真剣に問い直すことは，効果的な中小商業政策策定
の際の出発点ともなるはずである。そのためには「中小商業（中小小売業）
はなぜ存在するのか」が前提条件として問われなければならないが，本稿
では，まずその存立を支える根拠と考えられる要因を理論的に整理し，一
般化を図っていった。しかし，「存立させる要因」のうちいくつかの要因
はすでに消滅してしまったか，あるいは形骸化しつつあった。政府による
公共政策的制度措置を中心に中小小売業者の存立基盤が侵食されつつあ
る， ということである。
中小小売業者に存在意義がなければ，その存立基盤が侵食されてもあ
る意味では仕方がないことかもしれない。存在意義と存立基盤は裏表の関
係にあるが本稿で明示したような存在意義が中小小売業者にはある。た
だし，存在意義について数量的にも実態的にも証明がなされた，具体的な
理論を提示したものではない。問題は，これを数量的にも実態的にもいか
に証明していくかである。その責務が我々に課されている。中小小売業者
が社会的にも必要とされる理由・理論を単なる抽象論，感情論ではなく，
より説得力をもたせつつ具体的に構築していかなければならないことを痛
感する。
ともあれ，「中小商業（中小小売業）はなぜ存在するのか」という根源．．．． 
的な問題に対し，本稿で提示した解答は，効果的な中小商業政策策定の際
の出発点ともなるはずである。
（付記）
本稿は，拙著『H本中小商業問題の解析』（同友館， 2004年）の第16章「中
小小売業者の存立基盤」 (325~347頁）および終章第 2 節「中小小売業者
の存在意義」 (368~372頁）をベースとして，再編成したものである。注
記の内容をも含めて，本稿の詳細については，拙著の関連ページを参照さ
れたい。
